
● 国民が望む“かかりつけ医”の姿

● “かかりつけ医”の更なる普及に向けた国の施策と現状
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平成26年、日医総研が行った「日本の医療に関する意識調査」の中

で、『健康のことをなんでも相談でき、身近で頼りになる“かかりつけ医”

を持っていますか。』という問いに対し、1,122名の回答者のうち全体

の53.7％が『持っている』との回答を示した。

“かかりつけ医”の定義が明確でない我が国の現状に照らせば、これは

一見、有意な結果といえそうだが、世代別の分析結果（右図）をみれば、

その回答は医療機関に罹りがちな高齢者に偏っていることがわかる。

また、そもそも日本の医療は、教育システムからして何らかの専門領

域の取得が中心となっているため、あらゆる愁訴や相談に対し100%対

応できる“かかりつけ医”というのは数少ないはずである。

しかし一方で、「日本の医療に関する意識調査」では国民が“かかり

つけ医”に望むこととして、『専門医への速やかな紹介』、『紹介先への

適時適切な情報提供』といったゲートキーパーとしての役割のほか、

『どんな病気でもまずは診療できる』といった幅広い診療能力に期待す

るという項目が上位にのぼっている。

今年４月に始まった「日医かかりつけ医機能研修制度」（詳細は後述）

は、これらの国民の期待に応えられる“かかりつけ医”として必要な機

能を修得するシステムであり、これからの医療・介護提供体制において、

地域住民の安心を支えるための制度だといえる。 日医総研ワーキングペーパー「第５回日本の医療に関する意識調査（H26.12）」より

★ 福岡市医師会インターネットホームページにアクセスいただくと、本レポートのバックナンバーや

読みやすいカラー版（PDF形式）がダウンロード可能です！

（http://www.city.fukuoka.med.or.jp/jouhousitsu/report.html）

近年、医療の機能分化が進む中、地域の「かかりつけ医」を普及させるための様々な施策が進められている。国は、２０１４年の診

療報酬改定で、主治医機能を評価する「地域包括診療料（加算）」を創設し、２０１８年度からは、総合的な診療能力を有する「総合診

療専門医」を新たに専門医に加えるとしている。また、日本医師会では、「かかりつけ医」の育成とともに、地域住民が「かかりつけ医」

を選択する際の新たな指標づくりを目的に、今年４月に「日医かかりつけ医機能研修制度」をスタートさせた。

今回の医療情報室レポートでは、この「日医かかりつけ医機能研修制度」を中心に、国や医師会が進める普及策を概観し、今後の

「かかりつけ医」のあり方について考えてみたい。

○診療報酬改定による主治医機能の評価

国は、2014年の診療報酬改定において、複数の慢性疾患をもつ患者

に、継続的な健康管理や服薬管理等を行う主治医機能を評価する「地域

包括診療料（加算）」を創設し、2016年度の改定では“かかりつけ医”

の普及をさらに後押しするため、同地域包括診療料（加算）の施設基準

を緩和し、認知症地域包括診療加算など新たな項目を盛り込んだ。

しかし、これらの施設基準の算定には、常勤医を複数人確保すること

や、24時間の患者対応や薬局との連携といった厳しい要件が課せられて

いるため、届け出る医療機関がなかなか広がらないというのが実態のよ

うである。

○「総合診療専門医」の創設（2018年度予定）

国は、専門医制度を見直し2018年度から新たな制度を開始し、19番

目の基本領域に「総合診療専門医」を加える予定である。さらに、新し

く始まる専門医制度では、現在、各学会が独自に行っている専門医の認

定や養成プログラム評価を、新たに設置された第三者機関である「日本

専門医機構」にて行うとしており、今後、「専門医」に対する客観的な

基準が公的な形で担保されるものと期待されている。

Column：諸外国の“かかりつけ医”制度
欧米諸国では、「一般医（家庭医、ＧＰ）」と「専門医」の

区分が明確に分かれ、住民は予め登録した「一般医」を受診

し、必要に応じて「専門医」の紹介を受けるといったシステ

ムを基本としている国が多い。

特に、医療費が税金で賄われ、患者自己負担が無いカナダ

やイギリスでは、「一般医」から「専門医」という仕組み（ゲ

ートキーパー機能）が厳格に守られている。しかし両国では、

一般医の予約や専門医の手術・診察に相当の時間がかかるこ

となどが問題となっており、特に医師不足に喘ぐカナダでは、

診療科によっては、緊急性の低い手術や診察に半年から１年

以上待たされるケースも珍しくないとされている。

ちなみに日本では、「必要な時に、必要な医療にアクセスで

きる」という意味でのフリーアクセスを守るため、緩やかな

ゲートキーパー機能を備えた「かかりつけ医」制度が理想と

されている。



● 『日医かかりつけ医機能研修制度』の創設

★「地域包括診療加算･地域包括診療料に係るかかりつけ医研修会」は、日医が

年１回開催する研修会で、診療報酬「地域包括診療料（加算）」の施設基準の

要件である「慢性疾患の指導に係る適切な研修」の一つとしてカウントが認

められているが､今回の日医かかりつけ医機能研修制度においても｢応用研修｣

の２単位としてカウント可能とされているので､いま一度確認しておきたい。

日医かかりつけ医機能研修制度「応用研修」
（要件）３年間で１０単位以上取得が必要。

地域包括診療加算・地域包括診療料に係る
かかりつけ医研修会（Ｈ28年度：8月22日開催）

（要件）２年間で２０時間以上の研修終了が必要。

慢性疾患の指導に係る適切な研修

（「地域包括診療料（加算）」の施設基準）

「２単位」にカウント可能

「6時間30分」にカウント可能

日本医師会は今年４月に『日医かかりつけ医機能研修制度』を創設した。これは、地域における「かかりつけ医」の重要性が高まるとされる中、

かかりつけ医機能の強化を図ることを目的につくられた制度だといえる。研修の概要であるが、研修の受講を希望する医師は、平成２８年度から

３０年度までの３年間で、各都道府県医師会を通じて実施される３つの研修（基本・応用・実地）を修了する。研修を修了した医師には修了証書

（認定証）が発行され、これを待合室などに掲示することで、地域の「かかりつけ医」であるということを示し、より一層の患者との信頼関係を

築ける効果があると期待されている。ただし現時点では、この修了証書（認定証）の有効期間は３年間とされており、日医は、その後も「継続的

な研修」を必要とする考えを示している。

なお、「応用研修」については、日医が作成したシラバスに基づく研修（６講義・計６時間）が各年度１回のペースで実施される予定となって

いる。今年度の応用研修会は、去る５月22日に日本医師会館で開催され、各都道府県医師会を通じて映像配信による講義が実施された。

基本研修 日医生涯教育認定証の取得

１．かかりつけ医の「倫理」、「質・医療安全」、「感染対策」（各１単位） 日医が年１回のペースで応用研修会（6講義、
２．「健康増進・予防医学」、「生活習慣病」、「認知症」（各１単位） 計6時間）を開催予定。3年かけて、左記の
３．「フレイル予防」、「高齢者総合的機能評価（CGA）・老年症候群」（各１単位） １～６の全項目(シラバス)を網羅する。
４．かかりつけ医の「栄養管理」、「ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ」、「摂食嚥下障害」（各１単位） ・修了申請時の前３年間において左記項目より
５．かかりつけ医の在宅医療・緩和医療（１単位） 10単位を取得すること。

応用研修 ６．症例検討（１単位） ・単位数については１～８の各項目につき最大
2回までのカウントを認める。

７．「地域包括診療加算・地域包括診療料に係るかかりつけ医研修会」等（２単位）★ ・左記１～６については、それぞれ１つ以上の
※平成26年10月13日に開催した日本医師会在宅医ﾘｰﾀﾞｰ研修会を含む、日本医師会 科目を受講することを必須とする。
都道府県医師会、郡市区医師会が主催する当該研修会に準ずる研修会 ・左記１～６については、日医が作成した規定

８．「かかりつけ医認知症対応力向上研修」の修了（１単位） のテキストを使用すること。

1．学校医・園医、警察業務への協力医 10．介護認定審査会への参加 ・修了申請時の前３年間において左記項目より
2．健康スポーツ医活動 11．退院カンファレンスへの参加 ２つ以上実施していること。
3．感染症定点観測への協力 12．地域ケア会議等※への参加 （１項目につき5単位とし、10単位以上取得）
4．健康相談、保健指導、行政（保健所）と （※会議の名称は地域で異なる）

実地研修 契約して行っている検診･定期予防接種 13. 医師会、専門医会、自治会、保健所
5．早朝･休日･夜間･救急診療の実施･協力 関連の各種委員 日本医師会かかりつけ医機能研修制度専用

6．産業医･地域産業保健ｾﾝﾀｰ活動の実施 14. 看護学校等での講義・講演 ホームページ

7．訪問診療の実施 15. 市民を対象とした講座等での講演 ［URL］

8. 家族等のレスパイトケアの実施 16．地域行事（健康展、祭りなど）への http://www.med.or.jp/doctor/kakari/

9．主治医意見書の記載 医師としての出務

○福岡県医師会認定総合医（新かかりつけ医）制度との関係

福岡県医師会では、全国に先駆けて「新かかりつけ医宣言」を

行い、2013年度（平成25年度）から福岡県医師会認定総合医（新

かかりつけ医）制度を行っている。これは、日本医師会生涯教育

講座の受講を必修とし、地域保健医療活動への従事などを要件と

するもので、福岡県医師会が審査を行い認定証を発行するという

独自の制度である。

今回始まった「日医かかりつけ医機能研修制度」とは基本的に

別制度ではあるが、福岡県の医師については、「福岡県医師会認定

総合医制度」の申請（認定）を前提に「日医かかりつけ医機能研

修制度」の申し込みを受け付けることとなっているので注意され

たい。

★“かかりつけ医”｡それは｢社会的機能｣を備え､諸問題に全人的視点での対応を併せ持つ医師である。

「かかりつけ医」、「主治医」、「総合診療専門医」。いずれも「総合的な診療能力を有する医師」を表すという点では共通してい
るが、これらの意味合いは微妙に異なりそうだ。まず、「主治医」という呼称は、これまで、厚生労働省が所管する部会等でしば
しば用いられ、特別な制度上の定義などはなかったが、2014診療報酬改定で地域包括診療料（加算）が創設された際に、これを
評価する表現として「主治医機能」という文言が明記された。次に、2018年度から始まる新・専門医制度の「総合診療専門医」
については、2013年４月にまとめられた「専門医のあり方に関する検討会報告書」の中で、「日常的に頻度が高く幅広い領域の疾
病と傷害等について、（中略）適切な初期対応と必要に応じた継続医療を全人的に提供することが求められる」と定義されている。
そして最後に「かかりつけ医」であるが、これは日本医師会によれば「なんでも相談できる上、最新の医療情報を熟知して、必
要な時には専門医、専門医療機関を紹介でき、身近で頼りになる地域医療、保健、福祉を担う総合的な能力を有する医師」と説
明されている。
さて、これからの医療・介護の仕組みの中心となる「地域包括ケアシステム」であるが、このシステムで要となる医師の役割

は、まさに「かかりつけ医」である。地域の患者・家族に寄り添った医療の提供はもちろんのこと、行政や多職種との連携、関
連する地域の会合への参加など、地域包括ケアシステムでは、地域医療、保健、福祉全般に亘る社会的対応が求められている。
このような視点に照らせば、「主治医」、「総合診療専門医」という呼称は、「医療」というニュアンスが強く、限られた制度下で
のみ使用される専門的表現と感じられ、まさに「かかりつけ医」こそが、これからの医療・介護において広く用いられるべき呼
称だといえるのではなかろうか。
その一方で、近年、かかりつけ医を担うべき診療所の医師も高齢化が進んでおり、全体の数も若干増えているに過ぎない。

さらに診療科・地域偏在、地域保健医療活動への従事による過重労働など様々な問題もあり、今後かかりつけ医が不足する恐れ
があることも否めない。「かかりつけ医」を養成することはもちろん重要であるが、診療所医師の様々な活動に正当な評価が行わ
れてこそ、かかりつけ医は増加していくものと考えられる。
今年４月から始まった「日医かかりつけ医機能研修制度」は、従来から医師会が提唱してきた「かかりつけ医制度」を、より

国民の目に見える形で具現化した制度だといえる。今後、地域住民が医療機関を選択する際の客観的な指標として、「かかりつけ
医」という言葉とともに浸透していくことを期待したい。

編 集 福岡市医師会：担当理事 庄司 哲也(情報企画担当)・岡本 育(広報担当)・一宮 仁(地域医療担当)

※ご質問やお知りになりたい情報(テーマ)がありましたら医療情報室までご連絡ください。（事務局担当 情報企画課 柚木 ）
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